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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，日本法の動きに関する情報を即時に，分かりやすく国際発信するた
めの支援環境の構築である．特に，統計的機械翻訳の利用とターミノロジーの構築により，法令の要約である
「法令のあらまし」の翻訳・理解・発信を支援する手法とその有効性を示す．
本研究の結果，「法令のあらまし」に対する日英統計的機械翻訳手法と文書構造化手法，複単語表現対訳辞書の
構築手法とそれを用いた統計的機械翻訳手法の開発，法令改正に伴う法令ターミノロジーの経時変化の抽出・可
視化手法などを開発した．また，「英文官報」からの対訳法令用語2,750語の抽出や，現在有効な定義語6,890語
からなる法令ターミノロジーの構築も行った．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research project is to establish a computer-supported 
environment to disseminate information on the movement of the Japanese statutes instantaneously, 
comprehensibly, and internationally. In particular, we show a method and its effectiveness to 
support translation, understanding, and dissemination of the Outlines of Japanese Statutes, 
summarized documents of the statutes. 
As a result, we have developed methods for statistical Japanese-English machine translation of the 
Outlines, making them structured documents, compilation a bilingual dictionary of the multi-word 
expressions and its application to the statistical machine translation, and extraction and 
visualization of chronological change of a terminology for legal terms. In addition, we have 
extracted 2,750 bilingual legal terms from the Official Gazette in English Edition, and compiled a 
legal terminology which consists of 6,890 terms which are defined in the acts and currently 
effective.

研究分野： 法律情報処理，自然言語処理

キーワード： 法律情報　自然言語処理　統計的機械翻訳　文書構造化　ターミノロジー
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１．研究開始当初の背景 
 本研究の開始当初における社会的背景と
本研究に着手するに至った経緯は，次のとお
りである． 
(1) 法令英訳の必要性 
 国際社会のグローバル化に伴い，わが国は
その法情報を英訳して国際発信することを
内外から強く求められている．しかし，日本
法令の英訳は人手で個別に行われてきため，
信頼性や品質に問題があり，内容の理解に支
障を来す場合があった．そこで日本政府は，
「法令用語日英標準対訳辞書」（STD，初版
2006）の整備や日本法令外国語訳データベー
ス（JLT）の構築（2009）により，訳語の統
一や英訳法令の一元管理を図った． 
それに対して本研究代表者らは，翻訳支援

のために対訳表現抽出支援ツール Bilingual 
KWIC® の開発や訳文の対訳辞書準拠性検査
ツールの開発，また，法情報発信のために日
本法令の文書型定義（DTD）の設計を行った．
それらの成果は日本政府による上記事業の
推進において中核となった． 
(2) 日本法情報発信の問題点 
 しかし，JLT は所期の目的を十分に達成し
ていない．実際，2013 年 9月現在の現行法令
数 7,884 本に対して，JLT で公開されている
英訳法令数は 358 本に過ぎない．また，法令
公布から英訳公開まで平均 3 年以上を要し，
法令の新規制定・改正に対して英訳作業は即
座に追従していない．すなわち，提供する法
情報に即時性・最新性や網羅性が求められる． 
 また，定型表現である法令文「この法律は、
公布の日から施行する。」の英訳が JLT には
30 通りもあるなど，訳語の統一は十分でない．
STD の見出し語数は 3,594 語に過ぎず，意味・
用法など語彙情報は乏しい．「児童」や「少
年」は法令により定義が異なり，また，法令
文に現れる「及び」と「並びに」，「速やかに」
と「直ちに」と「遅滞なく」にはそれぞれ慣
習的な使い分けがあるが，翻訳者はそれらを
意識して翻訳していない．すなわち，法令用
語に関する語彙情報を翻訳者へ効果的に提
供し，翻訳の品質向上を図る必要がある．そ
のような語彙情報の提供は法令内容の理解
を支援するためにも有用である． 
(3) 法令英訳支援と問題点 
 本研究代表者らは基盤研究（Ｂ）（H20～22）
において，依存関係など構文情報を付与した
日英法令文対訳コーパスから法令用の語彙
や法令文の構文パターン・対訳パターンを獲
得し，それらを法令文作成者や翻訳者に提供
する作業支援環境の構築を目指した．その結
果，日本法令文特有の依存関係の表現・解析
手法や依存関係表示ツール KWISC，語と文脈
の共起から類義語や文脈パターンを自動抽
出する手法Monaka，訳語統一性評価指標CIEL，
ROSSO の開発などの成果を得た． 
 続いて基盤研究（Ｂ）（H23～25）において，
法令用語に関する語彙情報を簡便に抽出す
るために，浅い構文解析に基づく重要語抽出

や構文パターンの利用による定義語抽出の
手法を開発し，現憲法下の全公布法律から定
義語9,829語と用語間の語彙的関係を抽出し，
法令ターミノロジー構築に見通しを付けた．
また，日英対訳法令 264 本（276,597 文）か
ら翻訳メモリ（対訳セグメント 148,542 個）
を構築し，それに基づく英訳支援環境を整備
した．この手法は，過去の類似対訳例を検索
して翻訳を支援するので，定型表現が多い法
令文の翻訳に適している． 
しかし，翻訳者は翻訳対象の原文と類似原

文の差分を認識し，それに応じて，検索され
た類似訳文を人手で編集しなければならな
い．すなわち，より積極的な翻訳支援により，
翻訳のコスト軽減と品質向上を図る手法や
環境の構築が必要である．  
(4) 統計的機械翻訳の導入と問題点 
 翻訳支援のために，統計的機械翻訳（SMT）
を導入することが考えられる．SMT でも人手
による精査が最後に必要であるが，訳文は自
動生成されるので，作業コストは低い．しか
し SMT の性能は，語順が異なる言語間や法令
文のように長文や複雑な文に対しては十分
でない． 
一方，そのような法令文をそのまま忠実に

翻訳しても，内容の分かりやすさには直結し
ない．日本法の動きを速やかに発信するため
には，内容の詳細性が最初から必要であると
は限らない． 
 
２．研究の目的 
本研究は，日本法の動きに関する情報を即

時に，かつ分かりやすく国際的に発信するた
めの支援環境の構築を目的とする．特に，統
計的機械翻訳の利用とターミノロジーの構
築により，法令自体ではなく，その要約であ
る「法令のあらまし」の翻訳・理解・発信を
支援する手法とその有効性を示す． 
 「法令のあらまし」は，「法令等の内容が
直ちに理解できる」という目的で，1973 年 4
月以降，法令公布と同時に官報に掲載されて
いる．しかも法令改正時は，法令文の形式的
修正（例えば「「三十人」を「七十人」に改
める。」）が規定されるのではなく，実質的な
改正内容（例えば「四〇人増加することとし
た。」）が記されるので，日本法の動きの理解
には有用である．また，定型表現が多いうえ，
法令に比べて平均文数は約 10％，平均文長は
約 50％と短いので， SMT に有利である．す
なわち，「法令のあらまし」に SMT を適用し
て，より積極的な翻訳支援を行えば，日本法
の動きに関する情報を公布の都度，即時性と
理解性をもって発信することが期待できる． 
 
３．研究の方法 
 本研究の課題は次に掲げるものであり，そ
れぞれ次に示す方法により研究を推進した． 
(1) 「法令のあらまし」の統計的機械翻訳手
法の開発 
 「法令のあらまし」を構成する文（あらま



し文）の日英統計的機械翻訳に必要な翻訳モ
デルと言語モデルをコーパスからの機械学
習により構築し，「法令のあらまし」の統計
的機械翻訳手法を開発する． 
(2) 「法令のあらまし」の文書構造化手法の
開発 
 「法令のあらまし」の文書データを管理す
るために，その文書構造化手法を開発する．
また，その文書型定義（DTD）に基づいて，
XML タグを「法令のあらまし」のテキストに
自動付与するツールを開発する． 
(3) 「法令のあらまし」対訳データベースの
構築 
 構造化した「法令のあらまし」日英対訳文
書を蓄積するウェブ上のデータベースシス
テムとその検索・表示・管理のための GUI を
設計・開発する． 
(4) 日本法令用対訳ターミノロジーの構築 
法令中の定義語や重要語に対する翻訳手

法を開発するとともに，それらの語彙情報
（語釈，訳語，出典，他の用語との語彙的関
係など）を法令から抽出・集積して，法令対
訳ターミノロジーを構築する． 
 
４．研究成果 
 本研究の主な成果は次のとおりである． 
(1) 「法令のあらまし」の統計的機械翻訳手
法の開発 
「法令のあらまし」に対する日英統計的機

械翻訳手法を開発した．特に，既存の「法令
のあらまし」日英対訳文コーパス（3,113 文）
は小規模であるという問題に対して，「法令
のあらまし」を構成する文（あらまし文）と
法令文は語彙や表現の共通性が高いことを
利用し，JLT 収録の日英対訳法令文を学習コ
ーパスとして用いる手法を開発した．また，
括弧を用いた表現を抜き出すことにより，あ
らまし文を分割し，それらを学習コーパスや
翻訳の入力文とする手法を開発した．また，
あらまし文の語順を英語の語順に従って事
前に並び替えてから翻訳する手法について，
50 形態素以下の短い文に対して有効である
という知見を獲得した． 
それらの手法の性能を評価するために，

JLT 収録の日英対訳法令 364,936 文（620 法
令）から 80 文字を越える文をクリーニング
して得られた 316,315 文を学習データとし，
あらまし文 200 文（平成 23 年公布 2 法律）
を開発データとするとともに，あらまし文
1,742 文（平成 22 年公布 72 法律）をテスト
データとして，翻訳実験を行った．なお，日
英両文の形態素解析にはそれぞれ MeCab と
Moses 附属のトークナイザを用いた．また，
GIZA++と SRILM を用いて，それぞれ翻訳モデ
ルと言語モデルを構築した．事前並び替え規
則の学習には lader を用い，事前並び替えの
有無は 50 形態素を基準とした．その結果，
機械翻訳の自動評価指標 BLEU の値は 37.72 
から 39.14 に，また，自動評価指標 RIBES の
値は 73.40 から 75.68 に，それぞれ有意に

向上した．この結果から，本手法の有効性を
確認できた． 
(2) 「法令のあらまし」の文書構造化手法の
開発 
① 「法令のあらまし」の文書構造化（XML 文
書化）のために，43 個の要素定義からなる
DTD を設計した．また，それに基づいて「法
令のあらまし」をマークアップするツール
（自動タグ付けツール）を開発した．特に，
階層化された箇条書きに対しては，見出し番
号の付与ポリシーを特定するアルゴリズム
を開発し，見出し番号の付与ポリシーの揺れ
に対応した．「法令のあらまし」20 文書を用
いて，ツールの性能を評価したところ，95%
の文書を正しくマークアップすることがで
きた．文書構造化により，One Source Multi 
Use の考え方に則った文書データの効率的利
用が可能になり，高度な検索・表示などの処
理に柔軟に対応できるようになる． 
② 日本法令および「法令のあらまし」を 
Akoma Ntoso （ Architecture for 
Knowledge-Oriented Management of Any 
Normative Texts using Open Standards and 
Ontologies） に従って構造化する手法を開
発した．Akoma Ntoso は W3C XML Schema によ
り記述された国際標準（OASIS 規格）の文書
スキーマであり，さまざまな国や組織で用い
られる広義の法令文書を構造化するために
柔軟な設計がなされているとされる．しかし，
構造化の方法に一貫性がなく，文書の相互運
用性を損ねる可能性がある．そこで，JLT で
使用しているDTDである「日本法令スキーマ」
（JSS）に着目し，それに準拠した構造化文
書をAkoma Ntoso 準拠の構造化文書に変換す
る手法を提案した．JSS は日本法令の構造に
特化して設計されたものであり，一貫性を持
った文書構造化が可能である．JSS の構造要
素 103個に対して 131個の変換ルールを定義
し，また，「法令のあらまし」の文書構造化
で用いる構造要素43 個に対して54個の変換
ルールを定義した．さらに，Akoma Ntoso 準
拠文書が持ち得る構造要素と属性要素を整
理し，そのサブセットである詳細スキーマを
作成した．法律に対するスキーマ変換ツー
ルを開発し，JSS 準拠の 1,242 法律に対し
て変換を行ったところ，変換後の文書は
Akoma Ntoso 準拠として妥当であることを
確認した．なお，Akoma Ntoso の規格では日
本法令に対して不自然な構造化を余儀なく
されることを指摘したところ，規格が修正さ
れることになった． 
③ わが国のすべての現行法令（法律，政令，
府省令・委員会規則，約 8,300 法令）の文書
構造化を行うための標準文書スキーマを設
計し，W3C XML Schema を用いて記述した．こ
の文書スキーマは，総務省・法制執務支援シ
ステム e-LAWS（e-Legislative Activity and 
Work Support system）の開発・運用開始
（2016）に際して，「法令標準 XML スキーマ」
として採用され，総務省からパブリック・コ



メントに供された． 
(3) 「法令のあらまし」対訳データベースの
構築 
(2)①により構造化した「法令のあらま

し」日英対訳文書を蓄積し，日本法令の制
定・改廃の動きを国際的に情報発信するウ
ェ ブ 上 の デ ー タ ベ ー ス シ ス テ ム
LegiViewJP を設計・開発した．このシステ
ムの GUI は，「法令のあらまし」を法令の公
布順に表示する機能や， 本文や法令名中の
キーワード，公布日，法令番号，所管府省，
翻訳日を検索キーとして「法令のあらまし」
を検索する機能，「法令のあらまし」の原文
と訳文の対応関係を英日対照表や英日交互
配置などにより分かりやすく表示する機能
を有する．また，「法令のあらまし」の対訳
文書データの登録など，データベースを管理
するための GUI も設計・開発した． 
(4) 日本法令用対訳ターミノロジーの構築 
①「英文官報」からの対訳法令用語の自動抽
出 
 「法令用語日英標準対訳辞書」（STD）を拡
充するとともに，日本法令用対訳ターミノロ
ジーを構築するために，「英文官報」掲載の
全 1,624 法律に対する日英対訳コーパス
（156,562 文）から統計的機械翻訳技術を用
いて，日英対訳表現を自動抽出した．なお，
漢字片仮名交じりの近代文語文の形態素解
析に対応するために，近代文語形態素解析辞
書（近代文語 UniDic）も用いた．翻訳モデル・
言語モデルの構築の後，表現の出現頻度と出
現確率，および日本語品詞の出現位置を利用
した選抜，ならびに日本語形態素解析の曖昧
さに対する補正を行うことにより，日英対応
表現 5,590 語を最終的に獲得した．これを 3
種類の対訳辞書（STD，「英辞郎」，Emacs のイ
ンタフェース用英日対訳辞書）と比較したと
ころ，1,912 語の日本語表現に対応する英語
表現が対訳表現として正解であった．人手に
よって実は正解であると判定できたもの 838
語を含め，抽出された対訳表現の正解率は
98%であり，統計的機械翻訳手法を用いた対
訳用語自動抽出手法の有効性を明らかにし
た．また，重要語「相続税法」の英訳として，
"Estate Tax Law"と"Accessions Tax Law"の
2 種類を自動抽出したが，「英文官報」では，
それらを課税方法の違いに応じて使い分け
ていたと考えられ，「英文官報」における英
訳法令の翻訳品質の高さを示す例を発見で
きた． 
② 複単語表現対訳辞書の構築手法とそれを
用いた統計的機械翻訳手法の開発 
複単語表現は複数の単語から構成される

表現である．法令中に出現する複単語表現に
は，「民事訴訟法」のようにその対訳が構成
的でないものや，「するものとする」のよう
に特定の意味を持つ定型表現が多く含まれ
ていて，それらは法令ターミノロジーの収録
対象である．そこで，単語アライメントの誤
りを利用する手法を改良し，複単語表現辞書

の構築手法とそれを用いた統計的機械翻訳
手法を開発した．複単語表現の抽出には，原
言語・目標言語間の双方向での単語アライメ
ント結果のマージ規則を最適化するととも
に，単語列から複単語表現を抽出するフィル
タリング尺度に重複条件付き文書頻度
df2/df を用いる手法を開発した．JLT 収録の
法令文日英対訳コーパス（166,977 文）から
複単語表現を抽出する実験を行ったところ，
39,544個を抽出し，その精度は83%であった．
既存手法よりも多くの複単語表現を抽出で
き，提案手法の有効性を明らかにした． 
また，複単語表現とその対訳の抽出には，

Dice 係数を用いる手法を用い，複単語表現の
対訳辞書を単トークン化により統計的機械
翻訳に適用した．JLT 収録の日英対訳法令
166,977 文のうち，151,951 文を学習データ，
残りの 15,026 文をテストデータとして翻訳
実験を行ったところ，5,414 語からなる複単
語表現日英対訳辞書を構築できた．さらに，
この辞書を統計的機械翻訳に適用したとこ
ろ，自動評価指標 BLUE の値は 30.32 から
31.26 に有意に向上し，本手法の有効性を確
認できた．さらに，本手法は，複単語表現日
英対訳辞書を人手によって修正しない場合
でも，修正した場合と遜色がない性能をもつ
ことを示した． 
③ 法律中の定義語とその語彙情報を XML に
より記述するための DTD を設計した．それを
もとに，平成 27 年 4 月 1 日現在で有効な法
律中に出現する定義語延べ 6,890 語（異なり
5,077 語）に対するターミノロジーを構築し
た． 
④ 法令改正に伴い，法令中の用語やその定
義は変化する．そこで，法令ターミノロジー
の経時変化を抽出・可視化する手法を開発し
た．国立印刷局・官報データベースから取得
した官報法律コーパス（昭和22～平成24年，
9,915 法律）と国立国会図書館「日本法令索
引」から取得した 13,504 法律の改正履歴デ
ータ（沿革データ）を用いて，定義規定の各
改正バージョンを作成するともに，第一法
規・法情報総合データベース D1-Law に収録
されている現行2,501法律の各改正バージョ
ン 15 年分中の定義規定を併用して，それら
から既開発の手法を用いて抽出を行った．そ
の結果，定義語延べ 26,661 語（異なり 5,465
語）と，上位・下位関係 35,201 件（上位語
1,705 語，下位語 2,291 語）を抽出した．100
語を無作為に抽出したところ，その上位・下
位関係の精度は 88％であった． 
 また，平成 13 年から平成 27 年まで 15 年
間の各時点で有効な法律，およびガス事業法
（昭和 29 年法律第 51 号）の改正（全 41 バ
ージョン）を用いて，それらで規定されてい
る定義語の間の上位・下位関係をグラフ化し，
また，その経時変化をアニメーションで表示
する GUI を開発した． 
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